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はじめに①

札幌市では、平均寿命の延びや
出生率の低下により少子高齢化
が進み、令和３年度（2021年
度）以降、市全体の人口が減少
局面に入った。

札幌市高齢者支援計画2024によ
ると、札幌市の高齢化率は、令
和12年（2030年）には31.3％、
令和22年（2040年）には36.2％、
令和32年（2050年）には39.4％
まで上昇していくことが見込ま
れている。
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はじめに②

将来推計人口で高齢者人口を見
ると、令和27年（2045年）まで
増加

「はじめに①」で確認した「高
齢化率」の上昇見込みと15年の
差（※）が見られる

※ 高齢化率は、総人口に対す
る高齢者人口の割合にあたるた
め、高齢者人口以外の減少が大
きければ、高齢者人口の増加が
ピークアウトしたとしても上昇
する
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はじめに③

「札幌市の人口と高齢化率の将来見通し」と「札幌市の将来推計人口」から、福祉除雪事業の利用世帯が今
後も増加していくことは明白であることから、福祉除雪事業を今後も持続可能な制度としていくためには、

① 利用世帯数はどれ位まで増える見通しなのか

② 協力員の負担感を増やさずに、増えた利用世帯数を賄うためには、どれ位の協力員増が必要なのか

③ 利用要件を変更した場合に、利用世帯数はどのように変化するのか

を把握する必要があり、推計が必要
その為、推計に使用する指標の選考が必要

なお、上記推計を行う期間については、団塊ジュニアの全てが65歳以上になる令和22年（2040年）までが
適当と判断
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推計に使用する指標の選考

利用世帯数の推計に用いる指標としては、

① 高齢化率の平均成長率

② 高齢者人口の平均成長率

③ 福祉除雪事業の平均成長率

が考えられるが、①は、高齢化「率（人口に占める高齢者人口の割合）」であり、総人口が減少した分の影
響も受けることから、②と③を用いることが適当と考えるが、平成24～26年度、令和3～4年度の利用世帯
数の伸びを見ると、福祉除雪は降雪量の影響を強く受け、高齢者人口の平均成長率を上回る可能性があるこ
とから、③を用いることが適当と判断
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利用世帯数の平均成長率の算出

平均成長率（％）＝（（最終年度の値/初年度の値）1/年数－１）×100
利用世帯数の21年間の平均成長率は約2.46％

平均成長率2.46％
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推計値＝現在の値×（１＋平均成長率）推計期間の年数

令和５年度の実績数値に平均成長率を用いると、令和22年度（2040年）の利用世帯数は8,843世帯となる

福祉除雪利用世帯数の推計
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協力員の負担感の数値化①

協力員の負担感を捉えるための指標が必要
今回は、「１協力員あたりの担当世帯数」を用いる

１協力員あたりの担当世帯数＝利用世帯数/協力員数

であるため、協力員数の推計が必要

推計には、利用世帯数と同様に平均成長率を用いるが、市全体の人口が減少局面に入ったことを加味する必
要があるため、協力員数実績の推移から算出した平均成長率と総人口の推移から算出した平均成長率を合算
した数値を使用する
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平均成長率（％）＝（（最終年度の値/初年度の値）1/年数－１）×100
協力員数の21年間の平均成長率は1.98％
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「総数」から「85歳以上」指し引
いた数値を使用
期間は令和２年（2020年）から
令和22年（2040年）までの期間

平均成長率（％）＝（（最終年度
の値/初年度の値）1/年数－１）
×100

総人口の推移から算出した20年間
の平均成長率はマイナス0.59％

二つの平均成長率を合算した数値
は1.39％（1.98％－0.59％）
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総人口の推移から算出した平均成長率



推計値＝現在の値×（１＋平均成長率）推計期間の年数

令和５年度の実績数値に平均成長率を用いると、令和22年度（2040年）の協力員数は4,663人となる

協力員数の推計
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協力員の負担感の数値化②

推計値を基に、令和22年度の「１協力員あたりの担当世帯数」を求めると

１協力員あたりの担当世帯数＝8,872/4,663＝1.90

となり、過去実績中、最大値であった令和４年度の1.72を上回る（※令和５年度は1.59）

令和４年度は前年度の大雪の影響を受け、利用世帯数が急激に増加
協力員のマッチングに苦慮した年であると同時に、負担感の増加から、多くのご意見をいただいた年

令和４年度の1.72を上回る1.90という数値は、協力員に高い負担感を与える数値と認識

利用要件を変更した場合に、利用世帯数がどのように変化し、１協力員あたりの担当世帯数がどのように変
化するかシミュレーションを実施
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年齢条件部分の「70歳以上の方」を75歳以上とすると、
利用世帯数は8,577世帯となり、１協力員あたりの担当世帯数は1. 84世帯

シミュレーション①
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要支援１以上を要件とすると
利用世帯数は7,163世帯となり、１協力員あたりの担当世帯数は1.54世帯

シミュレーション②
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要支援２以上を要件とすると
利用世帯数は5,659世帯となり、１協力員あたりの担当世帯数は1.21世帯

シミュレーション③
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要介護１以上を要件とすると
利用世帯数は4,510世帯となり、１協力員あたりの担当世帯数は0.97世帯

シミュレーション④
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